
温泉観光地タイプ別にみる入湯税の運用実態に関する研究 

 
正会員 ○宇土沙希

*1
 同 姫野由香

*2
 同 長弘颯太郎

*1
 準会員 馬場翔太郎

*3 
 
7.都市計画－3.市街地変容と都市・地域の再生 観光 
温泉観光地 温泉 入湯税 
１ 研究の背景と目的               

我が国は古くから温泉資源が豊富であり,戦後には観

光地・歓楽地として発展してきた 1)。近年においても温

泉地は人気の旅行先であり 2),温泉は日本固有の伝統文

化である。 

しかし,日帰り温泉施設の増加や旅行形態の変化,イ
ンバウンドの増加など,温泉観光地を取り巻く環境の変

化は著しく,全国各地の温泉観光地において,滞在時間

の減少や大型の旅館・ホテルの廃業など様々な問題が

生じている 3)。このようななか,環境省による「新・湯

治」(2017 年)の取り組みや観光庁による「地域一体と

なった観光地・観光産業の再生・高付加価値化事業」

(2022 年)をはじめとする温泉地活性化のための取り組

みが行われている。 

また,温泉地の活性化には,地域の自立的・安定的な観

光振興のための財源の確保が必要である 4)。日本では,
法定外目的税や協力金など,地域の財源確保に有効な制

度が存在する。なかでも,入湯税は既に多くの温泉観光

地で導入・運用されている。入湯税は,鉱泉浴場におけ

る入湯行為に課す目的税で,4つの使途注１)が定められて

いるが,各使途に充当する割合は市区町村ごとに異なる。

また,入湯税の標準税率は 150 円と定められているが,
各市区町村の条例によって税率の変更が可能である。

近年では実際に,超過課税により,引き上げ分を観光振

興のための財源に充てる自治体もみられる 5)。このよう

に,近年,温泉観光地では入湯税が観光振興のための安

定的な財源確保の一つの手段として期待されている 6)。 

入湯税に関する既往研究として,梅川ら 7)は,超過課税

について,目的の明確化,使途の明確化,観光客の理解,不
均一課税の 4 点に着目し,入湯税の課題と可能性につい

て明らかにしている。また,3 つの市町村を対象とした

入湯税の観光財源導入についてのケーススタディも行

われている。さらに,高橋 8)や塚本 9)による登別市と箱

根町を対象とした入湯税のケーススタディを行ったレ

ポートも確認できる。 
しかし,全国の温泉観光地を対象に,温泉観光地の観

光需要や入湯税の徴収状況を分析し,入湯税の運用実態

について明らかにした研究は確認できない。 

全国には様々な温泉観光地が存在しており,観光需要

や入湯税の徴収状況などはそれぞれ異なる。そのため,
各温泉観光地の観光需要や入湯税の徴収状況による全

国的な入湯税の運用実態の傾向を分析することは,入湯

税の運用上の課題や,各温泉観光地が使途の充当割合を

決定する上で役立つと考える。 

そこで本研究では,全国の温泉観光地を対象に,観光

入込客数と入湯税収入額の増減率を用いて温泉観光地

の類型化を行い,類型ごとに入湯税の使途の公開状況や

各使途への充当割合の傾向を明らかにすることを目的

とする。 

２ 研究の対象と方法               

本研究では,まず研究対象とする温泉観光地を温泉資

源の豊富さ(源泉総数)と温泉施設の充実度(温泉利用宿

泊施設数と温泉利用公衆浴場数の合計)に基づいて選定

する。次に,選定した温泉観光地の観光需要と入湯税の

徴収状況を分析するため,観光入込客数と入湯税収入額

の増減率を用いて温泉観光地の類型化を行う(3章)。 

その後,温泉観光地の観光需要と入湯税の徴収状況に

よる類型ごとに,入湯税の使途の公開状況や各使途への

充当割合を調査し,類型ごとの入湯税の運用実態の傾向

を明らかにする(4章)。 
３ 温泉観光地の類型化                

３-１ 本研究で対象とする温泉観光地 

本研究では,入湯税を課税しており注２),かつ温泉資源

が豊富で温泉施設が充実している市区町村を温泉観光

地と定義する。本研究における温泉観光地として,源泉

総数,温泉施設数(温泉利用宿泊施設数と温泉利用公衆
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浴場数の合計)がと

もに平均以上の市区

町村を選定した。 

まず,全国の市区

町村における入湯

税の課税状況を総

務省の「令和 4 年度市町村決算カード」により調査し

た(表 1)。全国 1747 市区町村のうち入湯税を課税して

いる市区町村は 995 市区町村(令和 4 年度時点)であり, 
全国の市区町村の約 57％であった。 

次に,この 995 市区町村を対象に,各都道府県の「令和

4 年度温泉利用状況」を用いて,源泉総数,温泉利用宿泊

施設数および温泉利用公衆浴場数を調査し,各市区町村

が有する温泉資源の豊富さと温泉施設の充実度の評価

を行う。それぞれのデータが収集可能であった 928 市

区町村をプロットしたものを図 1 に示す。図 1 では,極
端な外れ値が存在し,全体的なデータの分布を表せなか

ったため,対数スケールを用いた。 
図 1 より,源泉総数と温泉施設数には相関関係(r≒

0.64)があり,源泉総数が多い市区町村ほど温泉施設数

が多い傾向にあることが確認できる。 
また,源泉総数と温泉施設数の平均は,それぞれ 24.9
件と 20.8 件であり,両方が平均以上の市区町村は,全体

の約 17％(159 市区町村)であった。この 159 市区町村

は特に温泉資源が豊富であり,温泉施設が充実している

市区町村であるとして本研究の対象とする。 
３-２ 温泉観光地の観光需要と入湯税の徴収状況 

 温泉観光地の観光需要と入湯税の徴収状況を分析す

るために,「観光入込客数の増減率」と「入湯税収入額

の増減率」を用いて,温泉観光地の類型化を行う。2010
年と 2019 年注３)の観光入込客数と入湯税収入額を,各都
道府県もしくは各市区町村の観光統計と総務省の「令

和 4 年度市町村決算カード」より収集し,2010-2019 年

の増減率を算出した。研究対象 159 市区町村のうち,観
光入込客数と入湯税収入額のデータが収集可能であっ

た 120 市区町村をプロットしたものを図 2 に示す。 

 図 2 を見ると,大部分の市区町村が原点付近に分布し

ており,多くの市区町村では 2010-2019 年の間に観光

入込客数と入湯税収入額に大きな変化が見られなかっ

たことがわかる。また,各タイプに属する市区町村の数

に,極端な偏りは確認できなかった。 

 次に,各タイプに属する市区町村の特徴を考察するた

め,各市区町村の人口注４),源泉総数,温泉施設数,温泉以

外の観光資源数注５)を調査し,タイプごとにそれらの平

均値を算出した(表 2)。図 2 および表 2 を用いて,各タ

イプに属する市区町村の特徴について考察する。 
【A タイプ】観光入込客数と入湯税収入額がともに増

加した市区町村であり,熱海市,函館市などの 22 市区町

村がこのタイプに該当する。A タイプは,人口と温泉施

設数の平均値が最大であり,温泉以外の観光資源数の平

均値も全温泉観光地の平均以上である。よって A タイ

プの市区町村は,温泉を含め観光資源が豊富であること

が,観光入込客数と入湯税収入額の増加の要因であると

考えられる。 
【B タイプ】入湯税収入額が増加し,観光入込客数が減

少した市区町村であり,別府市,豊岡市などの 22 市区町

図2 温泉観光地の類型化 

表 2 各タイプの指標の平均値 

表 1 研究対象の整理 

図 1 源泉総数と温泉施設数の分布 
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村が該当する。B タイプは,源泉総数の平均値が最大で

あり,温泉施設数も一定数を有する。一方で,温泉以外の

観光資源数は全温泉観光地の平均より低い。よって B
タイプの市区町村は,温泉を主要な観光資源とする温泉

観光地であることが考えられる。また,市区町村内の温

泉施設数が増加したことや入湯税の超過課税導入(別府
市:2019 年 4 月)などが入湯税収入額の増加の要因であ

ると考えられる。 
【C タイプ】観光入込客数が増加し,入湯税収入額が減

少した市区町村であり,岡山市,松江市などの 35 市区町

村が該当する。C タイプは,源泉総数と温泉施設数の平

均値が他のタイプに比べて最も低く,温泉以外の観光資

源数の平均値が最も高い。よって,C タイプの市区町村

は,立ち寄り型の温泉観光地であることが考えられる。

また,温泉以外の観光資源の活用に取り組んでいる可能

性も考えられる。 
【D タイプ】観光入込客数と入湯税収入額がともに減

少した市区町村であり,会津若松市,雲仙市などの 41 市

区町村が該当する。D タイプは,人口と温泉以外の観光

資源数の平均値が最も低い。また,D タイプに該当する

市区町村は全体の約 34％(41 市町村)で,4 タイプの中で

最大である。よって D タイプには,人口規模が小さく,温
泉を主要な観光資源としている市区町村が多く属して

おり,そのような市区町村では観光入込客数と入湯税収

入額が減少傾向にあることが考えられる。  

以上より,観光入込客数が増加している市区町村(A・

C タイプ)は,人口規模が大きく,温泉以外にも観光資源

を比較的多く有する複合的な温泉観光地であることが

考えられる。また,入湯税収入額が増加している市区町

村(A・B タイプ)は,源泉が豊富で,温泉施設も充実してい

る。つまり,温泉資源が豊富で温泉施設が充実している

市区町村において,入湯税収入額は増加する傾向にある

ことが確認できた。 

４ 温泉観光地の類型ごとの入湯税の運用実態               

前章で示した温泉観光地の類型ごとに,入湯税の運用

実態を把握するため,各市区町村のHPの情報を用いて,
入湯税の使途の公開状況および各使途への充当割合を

調査した。類型ごとの入湯税の運用実態の概要を表 3に

示す。 
全体の傾向として,入湯税の使途を公開していた市区

町村は 120 市区町村のうち 63 市区町村であり,全体の

約半数にとどまった。2015 年に行われた既往研究 7)で

も,入湯税の使途の明確化は課題とされている。しかし,
温泉資源が豊富で温泉施設が充実している温泉観光地

においても,半数程度の市区町村で現在でも入湯税の詳細

な使途が非公開であることから,使途の明確化は依然とし

て重要な課題である。 
また,全温泉観光地の各使途への充当割合をみると,

観光の振興への充当割合の平均値は 73.2％であり,多く

の温泉観光地で入湯税が観光振興の財源として活用さ

れていることが明らかとなった。 
 次に,各タイプの入湯税の運用実態の特徴を考察する。 
【A タイプ】入湯税収入額の平均値が最も高く,環境衛

生施設の整備や消防施設その他消防活動に必要な設備

の整備などの観光の振興以外に入湯税を充当している

割合が全タイプの中で最も高い。Aタイプの市区町村は,
観光入込客数と入湯税収入額の増加によって,財源が確

保できているため,観光の振興よりも観光客の受け入れ

環境の整備や防災のために充当していることがわかる。 
【B タイプ】使途を公開している市区町村の割合が

68.2％で全タイプの中で最も高い。また,入湯税の観光

の振興への充当割合は 77.9％であり,D タイプと同程度

表 3 タイプごとの入湯税の運用実態 
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である。B タイプに該当する市区町村は入湯税収入額

が増加し,観光入込客数が減少した市区町村であるため,
観光入込客数を増やすために入湯税の多くを観光の振

興に充当する傾向がみてとれる。 
【C タイプ】全タイプの中で使途を公開している市区

町村の割合が 42.9％と最も低い。また,入湯税収入額の

最大値,最小値がともに他のタイプと比較して最も低い

ことから,源泉総数と温泉施設数が一定数以上(全国の

上位 17％)ではあるものの,温泉を主要な観光資源とす

る市区町村は少ないことが考えられる。 
【D タイプ】B タイプと同様に観光入込客数が減少し

ているDタイプでは,他のタイプと比較して入湯税を観

光の振興に多く充当する(77.1%)傾向がみられる。また,
鉱泉源の保護管理施設の整備に入湯税を充当する割合

が全タイプの中で最も高く(2.3%),市区町村の鉱泉源の

保護管理に入湯税を利用している市区町村が多いこと

がわかる。 

 以上より,温泉観光地における入湯税の各使途への充

当割合は,主に観光の振興に集中しており,特に観光入

込客数が減少した市区町村(B・D タイプ)でその傾向が

顕著であった。一方で,観光入込客数と入湯税収入額が

ともに増加した市区町村(A タイプ)では,観光の振興よ

りも観光客の受け入れ環境の整備や防災のために充当

するといった異なる傾向も確認できた。 

５ 総括                      

本研究では,観光入込客数と入湯税収入額の増減率を

用いて全国の温泉観光地の類型化を行い,温泉観光地の

観光需要と入湯税の徴収状況を分析した。その結果,観
光入込客数が増加している市区町村は,人口規模が大き

く,温泉以外の観光資源も比較的多く有する複合的な温

泉観光地であることがわかった。また,温泉資源が豊富

で温泉施設が充実している市区町村において,入湯税収

入額は増加する傾向にあることが確認できた。 
 次に,温泉観光地の類型ごとに,入湯税の使途の公開

状況や各使途への充当割合を調査したところ,120 市区

町村のうち,入湯税の使途を公開していたのは 63 市区

町村にとどまっていた。つまり,現在においても入湯税

の使途の明確化は依然として重要な課題であることが

わかった。 

 また,温泉観光地における入湯税の各使途への充当割

合は,主に観光の振興に集中しており,特に観光入込客

数が減少した市区町村において,観光需要の回復のため

に入湯税を観光の振興に多く充当していることがわか

った。一方で,観光入込客数と入湯税収入額がともに増

加した市区町村では,観光の振興よりも観光客の受け入

れ環境の整備や防災のために充当するといった異なる

傾向も確認できた。 

本研究は全国的な入湯税の運用実態の傾向を明らか

にした一方で,自治体ごとの詳細な入湯税の運用状況や

効果についての分析は行っていない。今後は,入湯税の

徴収状況や各使途への充当割合の推移と,観光入込客数,
源泉総数,温泉施設数などの推移を比較分析することで,
入湯税の徴収状況や各使途への充当割合に影響を与え

る要因を考察することを課題とする。 

【注釈】 

注１）入湯税の使途は,環境衛生施設の整備,鉱泉源の保護管理施設の整備,
消防施設その他消防活動に必要な施設の整備,観光の振興(観光施設の

整備を含む)に要する費用に充てることとされている。 
注２）入湯税は鉱泉浴場所在の市区町村において課すことができる目的税

であり,豊富な温泉資源を有する市区町村の多くが入湯税を課税して

いると考えられることから研究対象とする温泉観光地を選定する際に

用いた。 
注３）新型コロナウイルス感染症の影響を受けていない 2019 年とその 10

年前の 2010 年を調査対象年度とした。 
注４）人口データは,令和 2 年国勢調査より収集した。 

注５）温泉以外の観光資源数とは,公益財団法人日本交通公社が公開してい

る観光資源台帳に記載された観光資源のうち,温泉を除いた観光資源

の数のことをいう。 
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